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パキスタン・イスラム共和国は、経済の活性化のために均衡のある産業の発展が必要であるとし

て、基幹産業の農業とともに工業の発達にも力を入れています。我が国はこの工業化支援の一環と

して、1982年９月から1985年10月にかけて、ラホールに本部を置くパキスタン工業技術指導セン

タ－ （Pakistan Industrial Technical Assistance Center：PITAC）を実施機関として、機械加工、熱

処理、鋳型及び金型の設計・製作などに係るプロジェクト方式技術協力を実施し、さらに1994年

１月から1995年３月には、アフターケア協力を実施しました。この協力により供与された機材及

び技術を活用し、PITACはその後現在に至るまで周辺企業に対する技術研修や製作サービスを実施

するなど、活発な活動を行っています。

しかし、その後の工業の発展に伴って企業の需要が高度化しており、技術力の向上と老朽化した

機材の更新が求められています。また、パキスタン政府は近年重点産業政策の１つとして中小企業

育成を掲げています。こうしたなかで国内に進出している外国企業に対して部品の現地調達率目標

の達成を求める国産化政策をとるなど、裾野産業の育成を図っています。

これらを背景に、現状では輸入に頼っている精密な金型、治具、部品を国産化し、外貨節約及び

納期短縮を図るためにはPITACの技術力の向上及び機材の更新が必要であるとして、1997年２月、

パキスタン政府は我が国に対し、各種金属加工、プラスチック射出成形、熱処理等の多岐の分野に

わたるプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

この要請を受け、我が国は1999年３月から４月にかけて「南西アジア品質管理及び標準化基礎

調査団」を派遣し、要請の背景及びプロジェクト方式技術協力案件としての妥当性を確認するため、

要請分野に関連するパキスタンの政策及び企業のニーズ、並びにPITACの組織・活動について調

査を行いました。この結果、要請の対象分野である金属加工及びプラスチック産業は、民間部門、

特に中小企業の振興と工業分野開発をめざす同国における重点分野であること、さらにPITACの

堅実な運営体制が確認されました。そして、パキスタン側の要請分野に対する優先順位を考慮した

うえで、協力分野をプラスチック金型技術向上に絞り込むことにより、新規案件としての妥当性が

あると判断しました。1999年12月には、本プロジェクトに係る正式要請書がパキスタン政府から

提出されました。これを受け2000年４月に事前調査団を、2000年11月には短期調査団を派遣し、

PITACとの間でプロジェクトにおける活動計画、技術移転項目についての協議を行ってきました。

本実施協議調査においては、これまでの調査結果を踏まえ、日本・パキスタン双方の責任分担を

再確認するとともに具体的な活動内容及び実施計画について協議し、最終的に合意した内容を討議

議事録（Record of Discussions: R/D）及びミニッツ（Minutes of Meeting： M/M）に取りまとめ、署

名・交換を行いました。

本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣にあたりご協力

をいただいた日本・パキスタン両国の関係各位に対し深甚の謝意を表するとともに、今後のご支援

をあわせてお願いする次第です。

2001年３月
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第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣

１－１　要請の背景及び経緯

パキスタン・イスラム共和国（以下、「パキスタン」と記す）は経済の活性化のために均衡のあ

る産業の発展が必要であるとして、基幹産業の農業とともに工業の発達にも力を入れている。かか

る背景から我が国は 1982年９月から1985年 10月にかけて、ラホールに本部を置くパキスタン工

業技術指導センタ－（Pakistan Industrial Technical Assistance Center：PITAC）を実施機関として、

機械加工、熱処理、鋳型及び金型の設計・製作などに係るプロジェクト方式技術協力を実施し、さ

らに1994年１月から1995年３月には、アフターケア協力を実施した。この協力により供与された

機材及び技術を活用し、PITACはその後現在に至るまで周辺企業に対する技術研修や製作サービス

を実施するなど、活発な活動を行っている。

しかし、その後の工業の発展に伴って企業の需要が高度化しており、技術力の向上と老朽化した

機材の更新が求められている。また、パキスタン政府は近年重点産業政策の１つとして中小企業育

成を掲げていることに加え、国内に進出している外国企業に対して部品の現地調達率目標の達成を

求める国産化政策をとっており、裾野産業の育成を図っている。

上記を背景に、現状では輸入に頼っている精密な金型、治具、部品を国産化し、外貨節約及び納

期短縮を図るためには PITACの技術力の向上及び機材の更新が必要であるとして、1997 年２月、

パキスタン政府は我が国に対し、各種金属加工、プラスチック射出成形、熱処理等の多岐の分野に

わたるプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

この要請を受け、我が国は 1999年３月 30日から４月14日にかけて「南西アジア品質管理及び

標準化基礎調査団」を派遣し、要請の背景及びプロジェクト方式技術協力案件としての妥当性を確

認するため、要請分野に関連するパキスタンの政策及び企業のニーズ、並びにPITACの組織・活

動について調査を行った。この結果、要請の対象分野である金属加工及びプラスチック産業は、民

間部門、特に中小企業の振興と工業分野開発をめざす同国における重点分野であること、さらに

PITACの運営体制は堅実であることが確認された。また、パキスタン側の要請分野に対する優先順

位を考慮したうえで、協力分野をプラスチック金型技術向上に絞り込むことにより、新規案件とし

ての妥当性があると判断された。

1999年12月には、本プロジェクトに係る正式要請書がパキスタン政府から提出された。これを

受け、2000年４月２日から４月 14日にかけて事前調査団を派遣し、1999年 10月の政変後のパキ

スタンの政策変更の有無、金属加工及びプラスチック産業界のPITACに対するニーズを調査する

とともに、プロジェクトの技術移転分野及び基本計画についてPITACと協議を行った。また、2000

年10月29日から11月22日にかけて短期調査団を派遣し、さらに詳細にわたって企業調査を行い、

PITACとも協議したうえでプロジェクトでめざす技術レベルを具体的なモデル金型４点として設定
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し、あわせて技術移転に必要な機材の仕様を検討した。さらに、PITACとの間でプロジェクトにお

ける活動計画、技術移転項目についての協議を行った。

１－２　実施協議調査団派遣の目的

今次調査では、過去３回にわたる調査結果を踏まえ、協力の内容、範囲、パキスタン側と日本側

双方の責任分担などについて、先方政府及び実施機関と協議を行い、結果を討議議事録（Record of

Discussions: R/D）として取りまとめ署名を行う。

また、PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）をはじめとする計画管理諸表について再

検討するとともに、協力開始までに整理すべき懸案・検討事項についても協議し、合意事項などを

ミニッツに取りまとめ、署名を行うことを目的とする。

１－３　主要調査項目

（1）討議議事録（R/D）の内容確認

（2）以下の計画管理諸表の見直し・作成

1） プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

2） 技術協力計画（TCP）

3） 年次技術協力計画（ATCP）

4） 活動計画（PO）

5） 年次活動計画（APO）

6） 暫定実施計画（TSI）

7） 年次暫定実施計画（ATSI）

（3）投入計画の確認

〈日本側〉

1） 専門家派遣（指導科目及び派遣スケジュール）

2） 研修員受入れ（初年度の受入先、受入時期）

3） 機材供与（詳細仕様）

〈パキスタン側〉

1） プロジェクト運営体制

2） カウンターパート（C/P）（新規に採用されたC/P の技術レベル確認）

3） 設備・機材（電源、水、圧縮空気に対する条件、機材仕様）
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4） 建屋（改修計画の確認）

（4）モニタリング・評価計画書に関する協議

（5）供与機材現地調達に関する詳細確認

（6）要請書（A１、A２、３、A４フォーム）作成依頼

１－４　調査団の構成

　  氏　名 　  担当分野 　　　　　　　　　　　所　　　属

林　典伸 団長・総括 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　部長

知地　正紘 技術移転計画 財団法人　素形材センター　業務部長兼企画室長

畠山　篤彦 金型技術 財団法人　素形材センター　技術アドバイザー

吉田　恭 機材・研修計画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　特別嘱託

岡山　明日香 協力企画
国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員
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１－６　主要面談者

〈パキスタン側〉

（1）工業産業省

Mr. Abdul Razak Dawood Minister

Mr. Muhammad Sharif Ijaz Ghauri Senior Joint Secretary

Mr. Muhammad Sharif Sabar Deputy Secretary

Mr. Rai Ali Hashim Section Officer

Mr. Hashim Hussain Assistant Chief Projects

Mr. Abdul Ghafoor Memon Public Relations Officer to the Minister

Mr. Younas Siddique Deputy Chief, Ministry of Planning and Development

（2）財政・経済省経済局（EAD）

Mr. Muhammad Bashir Senior Joint Secretary

Mr. Muhammad Aslam Deputy Chief

（3）Public Works Department

Mr. Nazeruddm Gill Assistant Executive Engineer

（4）パキスタン工業技術指導センター（PITAC）

Mr. Arif Ali Sheikh Acting General Manager, Head of NPO

Mr. Muhammad Sharif Senior Manager, Operation and Works

Mr. Arshad Javaid Manager, NC shop

Mr. Sarfraz Ahmad Manager, Entrepreneurship Training and IE

Mr. Javaid Iqbal Sheikh Manager, Maintenance Elect.

Mr. Muhammad Ashraf Ch. Manager, Machine Tool Shop

Mr. Muhammad Shakeel Ch. Manager, Maintenance Mech.

Mr. Khalid Mahmood Manager, CAD Center

〈日本側〉

（1）在パキスタン日本大使館

岡井　朝子 経済班長

高橋　浩昭 一等書記官

（2）JICAパキスタン事務所

中原　正孝 所長

木下　康光 所員

Mr. Sohail Ahmad Senior Programme Officer
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〈その他〉

（1）中小企業開発庁（SMEDA）

加藤　博通 「中小企業振興支援」JICA短期専門家

（2）UNIDO

Dr. Robert G. Gumen UNIDO Representative

Mr. Ibrahim Saeed Assistant to UNIDO Representative





























２－２　調査団所見

本調査団は過去３回（1999 年４月・基礎調査、2000 年４月・事前調査、2000年 11月・短期調

査）にわたる調査結果を踏まえ、パキスタン側との最終協議を行い、３月21日、工業産業大臣の

臨席のもと、本件プロジェクト実施に係るR/D及びM/Mの署名を行った。調査団所見、留意事項

等は以下のとおり。

（1）本件プロジェクトの目的は、精密な工作機械を用い、精度の高い金型を製造するための技術

をPITACのC/Pに移転するものである。これら工作機械及び技術は、軍事目的に転用される

おそれがあるところから、我が国の「ODA大綱の４原則」、「対パキスタン援助実施方針」、及

び「輸出貿易管理令」を踏まえ、本件プロジェクトの技術移転内容あるいは供与機材がいやし

くも軍事目的に転用されないよう細心の注意を払うこととした。

このため、R/D、M/M及びA１、A２、A３、A４フォームにそれぞれ「我が方の技術協力

で得た技術及び機材は軍事目的に使用しない」旨を明記することとした。

また加えて、我が国「輸出貿易管理令」に基づき経済産業省担当部局に届出が必要となる機

材については、当初の供与予定機材から削除し、これを供与しないこととした。

（2）パキスタンは経済の活性化のために均衡ある産業の発展が必要であるとして、基幹産業の農

業とともに工業、特に中小企業の発展に力を入れている。このため、JICAは現在パキスタン

工業産業省傘下の機関に次の２分野の専門家を派遣している。

（1）投資促進専門家（所属先：投資委員会　Board of Investment）

（2）中小企業開発専門家（所属先：中小企業開発庁　SMEDA）

今般、本件プロジェクトが同省関連の案件としてこれら２人の個別専門家に加わり、2002年

１月から開始されることとなる。本件プロジェクトの上位目標は、「パキスタン国内のプラス

チック金型産業が国内のプラスチック製品製造のためのより高度なレベルの金型を供給するこ

とができるようになる」であり、真にパキスタン国内の中小企業振興に貢献しようとするもの

である。

したがって、これら３案件は相互に関連した１つの「パキスタン中小企業振興プログラム」

としてとらえ、取り進めていくことが有効なものとなる。

（3）本プロジェクトのサイトとなる建物は、プロジェクトの開始に合わせてパキスタン側が新た

に建設することになっている。このため、PITACは既に必要な経費を獲得し、先般（３月２

日）、在パキスタン沼田大使の臨席のもと、竣工式を執り行っている。

本建物が計画どおりに建設されることが、本プロジェクト実施の大前提となるところから、
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今次調査団においては、建設スケジュールの確認をはじめとして、建物の基本設計、詳細設

計、機材設置のレイアウトなど、パキスタン側と細部にわたる打合せを行い、あわせてパキス

タン側に対し必要な助言を行った。

この結果、前回調査において暫定的に 2001 年 10 月としていたプロジェクト開始時期を、

2002年１月 15日に変更した。

なお、パキスタン側はこれら建設工事が完了するまでの期間、毎月工事の進捗状況をJICA

事務所あてに報告すべく約したが、JICAとしても折に触れて進捗振りをフォローすることが、

プロジェクトを円滑に実施していくうえで必須となる。

（4）その他留意事項

1） パキスタン側のローカルコスト

現在、本プロジェクト用に獲得済みの予算は2000-2001年度、2001-2002年度、2002-2003

年度の 3か年分。

2） PITAC所長の交代

現所長は本年（2001年）８月、定年のため退職予定。

3） 日本側のプロジェクト実施体制

日本国内における厳しい金型業界の現状を踏まえた国内支援体制の検討。
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